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使用前検査未完の使用済燃料乾式貯蔵容器の運転期間延長認可申請上の扱いについて 

 

１．工事計画認可申請上の整理 

原子力規制庁発出文書「新規制施行に伴う手続き等について」（平成 25年 6 月 19 日）に

よれば、(2) 新規制施行時点で使用前検査を実施中の設備等（使用済燃料乾式貯蔵容器 6 基）

については、工事計画の変更認可手続き等により、新規制基準への適合性を確認の後、改め

て検査を実施することと要求されている。ただし、(1) 新規制施行前に工事に着手又は完成

した設備等（新規 SA 設備や防潮堤等が該当）及び(3) 新規制施行時点で供用中の設備等（既

設設備（劣化状況評価書で記載する使用済燃料乾式貯蔵容器 1～17 号機を含む））とは違い、

原子炉の運転前に新規制基準への適合性を確認することは必ずしも要求されていない。使

用済燃料乾式貯蔵容器 6 基については使用時期が未定なことから、補正時期を当該容器の

使用時期に合わせて設定することとし、今回の補正工認の対象とはしていない。 

使用済燃料乾式貯蔵容器は運転を実施することにしたがって発生する使用済燃料を貯蔵

するものであり、運転期間延長後の運転と、当該 6 基を使用することの関連性はないことか

ら、補正工認の時期は設置者の判断によるものと考える。 

さらに、当該 6基は東北地方太平洋沖地震による長期停止がなければ、東海第二発電所が

さらに 2 サイクル程度運転した後使用する予定だったことから、供用に緊急性はない。 

 

２．運転期間延長認可申請上の整理 

（１）審査基準 

「実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準」には、運転期間延長認可の時点に

おいて、当該時点で適用されている技術上の基準に適合させるために必要な工事の計画

のすべてが認可等の手続きにより確定していることとある。 

使用済燃料乾式貯蔵容器 17 基については供用中、残り 6基については工事計画が認可

され使用前検査が未完の状態（補正工認が必要）となっている。 

（２）運用ガイド 

劣化状況評価の対象となる設備は、「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施

ガイド」によると、「重要度分類指針」上の重要度分類クラス１，２及び３に該当する機

器及び構造物並びに常設重大事故等対処設備に属する機器及び構造物となる。 

なお、高経年化技術評価（実用炉規則第 82 条）と劣化状況評価（実用炉規則第 113 条）

はいずれかを提出することでもう一方の提出を省略できることから、評価対象設備は同

じものとなる。 

 



（３）工事計画が認可され使用前検査が未完の 6基の扱い 

使用済燃料乾式貯蔵容器ついては、重要度分類クラス２（PS-2）に該当する設備として

いるが、当該の 6基については使用前検査が未完であり、かつ使用する時期が未定である

ことから補正工認を申請しておらず、重要度分類クラス２の設備と位置付けることが出

来ない。 

また、使用済燃料乾式貯蔵容器はその設備の性格上、運転を実施することにしたがって

発生する使用済燃料を貯蔵するものであり、運転期間延長後の運転と、当該６基を使用す

ること（クラス２設備と位置付けること）の関連性はないことから運転期間延長の時点で、

供用又は供用を前提とした状態（工事計画の認可）にある必要はない。 

以上から、当該 6基については劣化状況評価の対象と位置付ける必要はないため、運転

期間延長認可の時点で工事計画の認可は必ずしも必要ではないと解釈できる。 

 

以上 

 
＜参考＞設置変更許可の手続き状況 

使用済燃料乾式貯蔵容器の設置変更許可については、上述と同様の考え方※に基づき、当

該６基および将来申請予定の１基の工程を「未定」として、工程の変更届出を行い、受理さ

れている。 

なお、運転開始後、その後の運転計画を勘案し、使用済燃料乾式貯蔵容器の必要性を判断

し、設置変更許可の工程を変更し工程を確定していく。 

 

※：設備の性格上、運転を実施することにしたがって発生する使用済燃料を貯蔵するものであり、運転期

間延長後の運転と、当該６基を使用すること（クラス２設備と位置付けること）の関連性はない。 
 
 
 
 
 

 



SA設備等が該当

使用済燃料乾式貯蔵容器6基が該当

使用済燃料乾式貯蔵容器17基が該当

参考１





実用発電用原子炉の運転の期間の延長の審査基準（平成２８年４月改正）抜粋

参考２



実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド（平成２９年１２月改正）抜粋

参考３







3.11で止まらなければ完成までに2サイクル程度
の運転を見込んでいた

使用時期は未定。
運用上は急ぐ必要がない。

工事計画認可取得（H21.4)

工事計画認可取得（H23.9)


